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・Tom Campbell「Rights A critical introduction」,Routledge 
Taylor&Franc is Group Lomdon And New York.
・R.M.MacIve『Community:A Sociologocal Study;Being on At
temptoSetOuttheNatureandFundamentalLawsofSocialLife』
MacmillanandCo.,Limited 1917;3rd ed.1924.（＝2014,中久郎・
松本通晴監訳『コミュニティ―社会学研究：社会生活の性質
と基本法則に関する一試論―』, ミネルヴァ書房.
【参考文献】
・太田礼美・小松尚他（2013）「半田市岩滑区における高齢者
の見守りに関する住民の認識：高齢者の見守り拠点の評価と
その立地に関する研究その１」『東海支部研究報告集（51）』,
一般社団法人日本建築学会.
・山本敬三「基本法による権利の保障と不法行為法の再構成」,
早稲田大学グローバルCOEシンポジウム.
i では、我が国においてはどうであろうか。直近の動向として、
ソーシャルワークの国際定義が以下のように決定された。
「ソーシャルワークは、社会変革と社会開発、社会的結束、
および人々のエンパワメントと解放を促進する、実践に基づい
た専門職であり学問である。社会正義、人権、集団的責任、お
よび多様性尊重の諸原理は、ソーシャルワークの中核をなす。
ソーシャルワークの理論、社会科学、人文学、および地域・民
族固有の知を基盤として、ソーシャルワークは、生活課題に取
り組みウェルビーイングを高めるよう、人々やさまざまな構造
に働きかける。」
さらに日本社会福祉教育学校連盟によれば、ソーシャルワー
クの原則の中で以下を説明している。
「人権と社会正義を擁護し支持することは、ソーシャルワー
クを動機づけ、正当化するものである。ソーシャルワーク専門
職は、人権と集団的責任の共存が必要であることを認識する。
集団的責任という考えは、一つには、人々がお互い同士、そし
て環境に対して責任をもつ限りにおいて、はじめて個人の権利
が日常レベルで実現されるという現実、もう一つには、共同体
の中で互恵的な関係を確立することの重要性を強調する。した
がって、ソーシャルワークの主な焦点は、あらゆるレベルにお
いて人々の権利を主張すること、および、人々が互いのウェル
ビーイングに責任をもち、人と人の間、そして人々と環境の間
の相互依存を認識し尊重するように促すことにある。ソーシャ
ルワークは、第一・第二・第三世代の権利を尊重する。第一世
代の権利とは、言論や良心の自由、拷問や恣意的拘束からの自
由など、市民的・政治的権利を指す。第二世代の権利とは、合
理的なレベルの教育・保健医療・住居・少数言語の権利など、
社会経済的・文化的権利を指す。第三世代の権利は自然界、生
物多様性や世代間平等の権利に焦点を当てる。これらの権利は、
互いに補強し依存しあうものであり、個人の権利と集団的権利
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の両方を含んでいる。」 
ここでは、ソーシャルワークにおける集団的権利とは何かと
いう問いには触れないが、近年社会福祉の分野でも「集団的」
という理解の内実が問われてきている点が推察できる。むろん、
これまで集団的権利およびコレクティブライツについて議論が
なされてきていないわけではない。
ii そもそも社会福祉において不特定多数の個人が受ける利益
に関する議論としては、第一にバリアフリー法に関する内容が
あてはまるだろう。例えばバリアフリー法の場合、段差の解消
で利益を享受するのは車いすの利用者一般（不特定多数の個人）
ということとなり、権利と義務との相関関係が一般的なものに
とどまることになる（秋元　2015：44）。
それは、自由や利益の享受の享受主体となる個人を特定でき
ない客観的な属性を持つということにもなる。このように社会
福祉においてもコレクティブライツに対する議論がなされてい
るが、この「集団的」という観点を別の角度からも捉えていく
ことが必要なのではないだろうか。
iii 個人からの視点ではなく社会の側からの視点という見方の
必要性は実は他分野でも注視されつつあると考えられる。その
一例として、現在、法律とりわけ公法学の分野で公益について
議論を展開する際に注目されている事柄として、「客観法」と
主観的権利との関係がある。山本は公益を実現するための客観
法と私人の主観的利益の関係について「客観法と主観的権利」
の中で検討をしており、個別利益と公益との媒介としての諸利
益と利益間関係の多様性について着目をしている。その中で山
本は、次の利益を考える必要があると述べている。
それは①個人の利益を社会全体で予防的に保護するために保
全される、不特定多数の（過分的）利益②個人の利益を社会全
体で保護するための広義の資源を保全することによる、不特定
多数者の（不可分的）利益③様々な利益を実現する資源となる
行政組織の財産を保全する利益を述べており、法律分野でも社
会的な視点からの利益に関する議論が展開されつつあることが
読み取れる。さらには、玉蟲の「人間の尊厳の客観的保護」で
は、個人の主体性と国家による人間の尊厳の客観法的保護につ
いて論述しており、法分野でも人間の尊厳を日本国憲法上13条
が定める「公共の福祉」の一部をなすと理解する見解が示され
ていることは注目に値するとも述べている。
